(R3.3版)
【任意後見監督人への交付資料】

	任意後見監督人の職務について


千葉家庭裁判所家事部後見係
この書面は，任意後見監督人の職務の概要をまとめたものです。監督事務を進める上で参考にしてください。
※　特段の断りがない限り，説明上，任意後見監督人を「監督人」と，任意後見人を「後見人」と略称しています。
１　監督人の主な職務
監督人の主な職務は，次のとおりです。
(1)　後見人の事務を監督すること
(2)　急迫の事情がある場合に必要な処分をすること
(3)　後見人と本人が利益相反する場合に本人を代表すること
(4)  後見人に後見事務の報告を求めたり，本人の財産状況等を調査すること
(5)  後見人の解任を請求すること
２　監督人であることの証明
監督人の選任審判の効力が生じたとき（選任審判が監督人に送達されたとき）は，裁判所から東京法務局に対し，監督人の住所氏名を登記するよう嘱託します。監督人であることの証明書が必要な場合は，「登記事項証明書」を千葉地方法務局本局の窓口で申請するか，又は東京法務局から郵送で取り寄せてください。嘱託してから登記が完了するまでに，１０日から２週間かかりますので，登記が完了する時期を見計らって申請してください。
３　監督人が選任直後に行う事務
(1)　記録の閲覧・謄写
選任審判の効力が生じた後，担当書記官に連絡し，事件記録の閲覧・謄写の手続をしてください（要手数料）。
(2)　関係資料の審査，後見人との面談等
　　①新規に監督人が選任された場合と，②途中で監督人が交代した場合とに分けて，次のとおり対応してください。
1 　新規に監督人が選任された場合
　　　　裁判所から後見人に対し，後見等事務報告書（初回報告），財産目録（初回報告用），収支予定表（初回報告用）その他関係資料を，令和　　年　　月　　日までに監督人に提出するよう連絡してあります。
監督人は，できる限り早い時期に，後見人と面談するなどして，今後の監督の方針（監督方法や時期など）について打合せを行ってください。
後見人から各書類が提出されたときは，その内容を審査し，疑義や問題点，報告漏れがないかを確認してください（※１，２）。
監督人において，各書類の内容について問題がないと認めたときは，後見等事務報告書（初回報告）の余白部分に監督人が記名押印してください（※２，３）。
②　途中で監督人が交代した場合
裁判所から後見人に対し，直近に作成した財産目録の写しその他関係資料を，監督人の定める期限までに監督人に提出するよう連絡してあります。
監督人は，できる限り早い時期に，後見人と面談するなどして，各書類の提出を指示するとともに，今後の監督の方針（監督方法や時期など）について打合せを行ってください。
後見人から各書類が提出されたときは，その内容を審査し（直近の財産目録作成以降，本人の財産額や財産構成が変動しているような場合は，後見人に対し，最新の財産目録の作成を指示してください。），疑義や問題点，報告漏れがないかを確認してください（※１，２）。
監督人において，各書類の内容について問題がないと認めたときは，裁判所提出用の財産目録の余白部分に監督人が記名押印してください（※３）。
※１　報告書等の各様式は，後見人に交付してあります。なお，千葉家庭裁判所ホームページにも掲載していますので，参照してください。
※２　報告書等に疑義や問題点，報告漏れがある場合は，必要に応じて追加提出を指示してください。所定の期限内に後見人が報告書等を提出しないときは，裁判所へ報告してください。
※３　財産目録は，付与されている代理権の範囲で作成することになります。
　　　
(3)  裁判所へ関係資料を提出
　　監督人は，令和　　年　　月　　日までに，以下の書類を裁判所へ提出してください。
　　①　新規に監督人が選任された場合
　ア　任意後見事務報告書（初回報告）・・監督人が余白部分に記名押印したもの
　　　イ　財産目録（初回報告用）
　　　ウ　収支予定表（初回報告用）
　　　エ　任意後見事務報告書（初回報告）等の添付資料
②　途中で監督人が交代した場合
ア　財産目録（定期報告用）・・・監督人が余白部分に記名押印したもの
イ　財産目録（定期報告用）の添付資料
４　その後の監督事務
(1)　監督の方法・時期
監督人は，後見人に対し，適宜，後見事務の状況について報告を求め，又は自ら本人の財産状況を調査する等の方法により，監督事務を遂行してください。監督人が行う監督の方法（報告内容）や時期（回数）は，基本的には監督人の判断によりますが，後見人の事務処理状況を的確に把握し，きめ細やかな監督を実施する必要性を考えると，少なくとも３か月に１回は後見人から報告を求めるのが相当です。後見人との間で，報告を求める内容（提出書類）や時期（回数）について，事前に打合せを行うなどして，監督事務に遺漏のないよう留意してください。
(2)  次のような場合は，速やかに監督人に連絡するよう後見人に指示してあります。後見人から連絡があった場合は，適切に対応してください。
ア　本人の住所地（入所施設）を変更しようとする場合
イ　後見人が住所を変更する場合
ウ　本人の健康状態（判断能力）が大きく変化した場合
エ　後見事務の処理について，不明な点や判断できないことがある場合
オ　本人が高額な臨時収入を得た場合
カ　本人の財産から高額な支出をしようとする場合
キ　本人の居住用不動産を後見人が処分（譲渡，賃貸，賃貸借の解除，抵当権設定等）しようとする場合
ク　キ以外の不動産，有価証券，生命保険等の財産を後見人が処分（売却，解約）しようとする場合
ケ　後見人と本人が利益相反する取引（契約）をしようとする場合
コ　本人が死亡した場合
　(3)  任意後見事案における監督人の留意事項
　　　任意後見事案では，後見人に同意権・取消権が認められておらず，さらに，個々の事案ごとに，付与されている権限の内容（範囲）が異なっているという事情があります。監督人は，本人の判断能力の状況，生活状況，収支・財産状況等を踏まえ，後見人に認められている権限の内容（範囲）に過不足が生じていないか，注意を払うようにしてください。仮に，後見人の権限（範囲）に過不足が認められる場合は，法定後見制度の利用も視野に入れて適切に対応してください。
また，任意後見事案における監督人は，成年後見監督人に認められているような同意権がなく（民法８６４条），監督手段が限られていることから，後見人からの報告回数を増やしたり，提出資料を充実させるなど，監督方法を工夫してください。
５　定期報告
　(1)　後見人に報告（提出）させる内容（資料）
　　　監督人は，毎年１回，所定の時期までに，後見事務及び監督事務の状況に関する報告書（監督事務報告書）を裁判所へ提出する必要があります（定期報告）。監督の方法（報告内容）や時期（回数）は，監督人の判断によりますが，年１回の定期報告の時期においては，少なくとも，裁判所が定める次に掲げる書類を提出させ，監督事務報告書記載の審査項目に従って，各書類を審査してください（※４）。
ア　任意後見事務報告書（定期報告）
イ　財産目録（定期報告用）
ウ　過去１年分の預貯金通帳の写し（通帳の表紙とその裏面部分も含む。）
エ　最新の有価証券取引残高報告書の写し（保有している場合のみ）
オ　本人の住所を変更した場合は，異動後の住民票や施設入所契約書の写しなど
カ　過去１年以内に定期収支の状況が大きく変動している場合は，収支予定表（定期報告用）及び定期の収支が大きく変動したことが確認できる資料
キ　過去１年以内に１０万円を超える収入・支出があった場合は，当該収支に関する資料（領収書等）
ク　過去１年以内に本人以外の者のために本人の財産を支出した場合は，その必要性を示す資料
ケ　過去１年以内に不動産に関する財産関係に変動があった場合は，保有する不動産に関する最新の固定資産評価証明書又は納税通知書等の写し
コ　過去１年以内に保険に関する財産関係に変動があった場合は，保有する保険に関する最新の保険証券の写し
サ　過去１年以内に債権・負債に変動があった場合は，最新の債権・負債に関する明細書の写し
　　上記の書類を審査した結果，後見人の事務処理状況に問題が見られる場合は，必要に応じて後見人に追加資料を提出させたり，事務処理の是正を指示するほか，後見事務の問題点を監督事務報告書に記載し，裁判所に報告してください。
※４　上記ア，イ，カの書式は，後見人に交付している「任意後見人のしおり」に掲載してあります。また，千葉家庭裁判所ホームページにも掲載されています。
(2)  裁判所への報告（定期報告の期限）
　　定期報告の期限は，事件ごとにあらかじめ決められており，別途交付した自主報告の案内書面に記載されています。定期報告の時期に関して，裁判所から通知はしませんので(自主報告方式)，提出期限を失念することのないよう留意してください。
　
(3)  監督人が定期報告時に裁判所へ提出する書類
監督人が定期報告時に裁判所へ提出する書類は，監督事務報告書です。後見人から監督人に提出されている前記(1)記載の各書類は，原則として，添付する必要はありません（※５）。
　※５　裁判所で監督事務報告書を審査した結果，必要があると認めるときは，後見人から監督人に提出された前記(1)記載の各資料の追加提出を求めます。
６　監督事務費
　　監督人が監督事務を遂行するために必要な費用を支出した場合は，本人の財産の中からその償還を受けることができます。監督事務費の支出や精算方法については，事前に後見人と打合せを行うなどして，適切に対応してください。
７　報酬付与の申立て
(1)  裁判所は，本人の資力その他の事情により，本人の財産の中から，相当な報酬を監督人に付与することができます。報酬を付与する旨の審判がなされるまでは，監督人は，本人の財産から報酬を受領することはできません。
(2)　報酬付与申立書は，監督事務報告書とともに提出してください。事情によっては，報酬付与申立書を単体で提出しても差し支えありませんが，報酬を求める期間に対応する監督事務報告書の提出がない場合は，報酬付与の審判を行うことができませんので，御了承ください。
(3)  報酬付与の申立てに際し，特別の付加報酬（報酬額の加算）を求める場合は，裏付け資料を併せて提出してください。
８　終了報告
　(1)　本人死亡時の対応
監督人は，本人死亡の情報に接したときは，直ちに裁判所へ電話連絡した上，後記(3)記載の報告書等の提出及び提出期限を踏まえて，後見人に対し，以下の書類（資料）を速やかに監督人へ提出するよう指示してください（※６）。
ア　任意後見事務報告書（終了報告）
イ　死亡診断書の写し又は本人の死亡が記載されている戸籍（除籍）の謄本
ウ　財産目録（終了報告用）
エ　前回の報告以降の預貯金通帳の写し（通帳の表紙とその裏面部分も含む。）
オ　最新の有価証券取引残高報告書の写し（保有している場合のみ）
　　カ　最新の固定資産評価証明書又は納税通知書等の写し（保有している場合のみ）
　　キ　最新の生命保険等に関する保険証券の写し（契約している場合のみ）
ク　最新の債権・負債に関する明細書の写し（ある場合のみ）
上記の書類（資料）を審査した結果，後見人の事務処理状況に問題が見られる場合は，必要に応じて後見人に追加資料を提出させたり，事務処理の是正を指示するほか，後見事務の問題点を監督事務報告書に記載し，裁判所に報告してください。
※６　上記ア，ウの書式は，後見人に交付している「任意後見人のしおり」に掲載してあります。また，千葉家庭裁判所ホームページにも掲載されています。
※７　終了報告の場合にも，監督事務報告書により，前回定期報告時から，終了までの後見・保佐・補助事務の審査を行ってください。
(2)  本人の死亡に伴う後見終了登記の申請
監督人は，後見人に対し，本人が死亡した旨の後見終了登記の申請を東京法務局に行うよう指示してください。
(3)  監督人が裁判所へ提出する書類
　　　監督人が裁判所へ提出する書類は，後見人から監督人に提出されている前記(1)記載の各書類及び監督事務報告書です。本人死亡後２か月以内に提出してください。
(4)　財産の引継状況の確認
監督人は，適宜期限を定めて，後見人に対し，同人が保管している本人の財産及び関連する通帳，証書，資料等を，本人の相続人に引き継がせた上，「財産の引継ぎに関する報告書」の作成を指示してください。ただし，後見人が本人の相続人に該当する場合は，報告書の作成を求める必要はありません。
　　　監督人は，後見人の財産引継状況に問題がないか確認し，その内容に問題がないと認めるときは，前記の報告書の余白部分に監督人が記名押印し，裁判所へ提出してください（※７，８）。
※８　「財産の引継ぎに関する報告書」は，千葉家庭裁判所ホームページに掲載されています。
※９　後見人が本人の相続人に該当し，「財産の引継ぎに関する報告書」の作成が不要である場合は，裁判所への報告は不要です。
本件に関するお問い合わせ
　〒260-0013　千葉市中央区中央４－１１－２７
　　　　　　　千葉家庭裁判所家事部後見係
　　　　　　　電話番号　043-333-5321,5322,5323,5411（直通）
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